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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第50期
第２四半期
連結累計期間

第51期
第２四半期
連結累計期間

第50期

会計期間
自平成28年４月１日
至平成28年９月30日

自平成29年４月１日
至平成29年９月30日

自平成28年４月１日
至平成29年３月31日

売上高 （千円） 10,610,862 11,316,461 23,016,392

経常利益又は経常損失（△） （千円） △35,078 533,525 751,024

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△）

（千円） △6,441 384,071 439,514

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △51,301 402,373 516,830

純資産額 （千円） 6,905,845 7,683,784 7,230,910

総資産額 （千円） 12,306,213 13,547,349 13,248,109

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）

（円） △1.16 67.85 79.16

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 53.1 55.0 52.5

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △324,448 1,181,646 202,329

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △154,621 17,344 △426,795

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △121,228 △159,748 △419,268

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 3,803,111 4,799,599 3,760,357

 

回次
第50期
第２四半期
連結会計期間

第51期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成28年７月１日
至平成28年９月30日

自平成29年７月１日
至平成29年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 23.82 59.64

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、第51期第２四半期連結累計期間及び第50期につ

いては、潜在株式が存在しないため、第50期第２四半期連結累計期間については、１株当たり四半期純損失

金額であり、また、潜在株式が存在しないため、それぞれ記載しておりません。

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、政府の経済対策等により企業及び個人の所得拡大は底堅く

推移し、海外の堅調な景気動向にも支えられ輸出も引き続き回復しております。米国経済も雇用環境の改善が継続

し個人所得の増加も伴ってきており、また金融市場も緩和的な状況が続いていることから引き続き景気回復が見込

まれます。欧州内では財政緊縮傾向の緩和が見られる一方で引き続き金融緩和策は継続されることや雇用者数も増

加傾向であることから景気の回復基調が継続する状況となっております。

このような経済環境のもと、当社グループにおいては、受注環境は順調に推移しております。売上に関しても、

コンサルティング・システム開発事業、マネージメントサービス（ＢＰＯ）事業とも前年同四半期を上回る実績を

確保しております。売上総利益については、コンサルティング・システム開発事業において近年発生しておりまし

た不採算プロジェクトに対する品質改善への取り組みにより生産性が改善したことや、マネージメントサービス

（ＢＰＯ）事業における稼働率改善、固定費を中心とした費用構造の改善効果が出てきたことにより、前年同四半

期を上回る結果となりました。販売費及び一般管理費については売上増加・生産拡充に伴う採用コスト及び人件費

の増加により前年同四半期比では増加しているものの、販管費比率では減少しております。

その結果として、当第２四半期連結累計期間における業績は、売上高11,316百万円（前年同四半期比6.6％

増）、営業利益574百万円（前年同四半期は営業損失29百万円）、経常利益534百万円（前年同四半期は経常損失35

百万円）、親会社株主に帰属する四半期純利益384百万円（前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純損失６

百万円）となりました。

 

セグメントの業績は次のとおりであります。

①コンサルティング・システム開発事業

コンサルティング・システム開発事業の当第２四半期連結累計期間は売上高8,362百万円（前年同四半期比4.2％

増）、セグメント利益423百万円（前年同四半期比202.1%増）となりました。

会計システムのコンサルティングにつきましては、会計システム及びその周辺システムの再構築や同領域に係る

業務改善に関して主要顧客を中心に受注を獲得しており、前年同四半期を上回る売上・利益を確保しております。

会計を中心としたシステム開発につきましては、受注・売上に関して主要顧客を中心に案件を獲得しており、前

年同四半期を上回る結果となりました。また、利益につきましても近年発生しておりました不採算プロジェクトに

対する品質改善への取り組みにより生産性が改善したことにより、前年同四半期を大きく上回る実績を確保してお

ります。

銀行・証券・生損保等の金融業界のシステム開発につきましては、受注に関して主要顧客を中心に情報化投資案

件を獲得しておりますが、金融業界全般的な情報化投資の抑制傾向が継続しており、前年同四半期を下回る結果と

なりました。このため売上・利益につきましても前年同四半期を下回っております。

情報セキュリティに関する分野につきましては、引き続き情報セキュリティに対するリスクへの関心は高く、多

くの引き合いを頂いており受注は堅調に推移しているものの、比較的大きな受注案件があった前年同四半期に比べ

ますと下回る結果となっております。売上につきましては前述の堅調な受注を受けて前年同四半期を上回っており

ます。利益につきましては、一部不採算プロジェクトが発生した前年同四半期に比べ改善していることに加え、利

益が年度末に偏る傾向があることから期中における稼働率の改善などの取り組みを行った効果により、前年同四半

期に比べ損失幅を縮小しております。

ＰＬＭ(Product Lifecycle Management)支援ソリューションにつきましては、製造業を中心とした製品設計の効

率化をもたらすソリューションを提供しており、従来のＰＬＭパッケージでは実現出来なかった製品管理を可能に

したソリューションである「ＰＬＭconsole」を中心に案件を獲得しており、受注においては前年同四半期を上回

る実績を確保しております。売上・利益につきましても前年同四半期を上回る実績を確保しております。

 

②マネージメントサービス（ＢＰＯ）事業
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マネージメントサービス（ＢＰＯ）事業の当第２四半期連結累計期間は売上高3,119百万円（前年同四半期比

13.8％増）、セグメント利益155百万円（前年同四半期はセグメント損失172百万円）となりました。

静岡地区にて国内企業を中心とした給与・労務等に係わるアウトソーシングにつきましては、前年同四半期に引

き続き堅調に推移しております。受注・売上については前年同四半期を上回っており、利益については前年同四半

期並の実績を確保しております。新潟地区に業務拠点を持つ人事・給与業務アウトソーシングサービス事業につき

ましては、受注については新規顧客の受注が大きかった反動で前年同四半期比では下回ったものの、受注環境は堅

調に推移しております。また、売上についても順調に推移しております。利益につきましては固定費を中心とした

費用構造の改善効果もあり利益を確保しております。

グローバル・シェアード・サービス事業につきましては、アジア進出企業向けＢＰＯコンサルティングを中心に

事業展開を行っており、受注・売上・利益とも引き続き順調に推移しております。

外資系企業を中心とした経理・財務等のアウトソーシング及びＩＴソリューションにつきましては、受注におい

ては前年同四半期をやや上回り、売上においても前連結会計年度からの受注の好調に伴い前年同四半期を上回って

おり、利益を確保しております。

人材派遣につきましては、受注・売上とも前年同四半期を若干下回りました。利益については生産性の改善等に

より前年同四半期並の水準を維持できたものの、損失となっております。

医療機関等に対する人材派遣・事務請負につきましては、受注については前年同四半期を上回ったものの、売上

については派遣要員の確保が十分でなかったことなどもあり前年同四半期を若干下回る結果となっております。利

益につきましては、前年同四半期比での利益率は改善しているものの、損失となっております。

熊本地区でのＢＰＯセンター事業につきましては、受注・売上につきましては前年同四半期を上回り堅調に推移

しております。一方、利益については売上拡大に伴う管理費用の増加によりやや減少しておりますが、利益を確保

しております。

損害保険会社の保険代理店向けシステムサポートサービス事業につきましては、前年同四半期に比べ受注は減少

しているものの、前連結会計年度後半より主要顧客における受注環境は順調に推移しており、売上・利益について

は前年同四半期を上回る数値を確保しております。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）の四半期末残高は、前連結会

計年度末比1,039百万円増加の4,800百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とその主な要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

税金等調整前四半期純利益593百万円に加え、資金増加要素として、売上債権の減少820百万円、減価償却費94百

万円、未払金の増加77百万円、退職給付に係る負債の増加29百万円、貸倒引当金の増加20百万円等の一方、資金減

少要素として、法人税等の支払額193百万円、仕入債務の減少159百万円、たな卸資産の増加142百万円、投資有価

証券売却益60百万円、未払消費税等の減少46百万円等により1,182百万円の資金収入（前年同四半期は324百万円の

資金支出）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

資金増加要素として敷金及び保証金の回収による収入80百万円、投資有価証券の売却による収入67百万円等の一

方、資金減少要素として無形固定資産の取得による支出96百万円、有形固定資産の取得による支出31百万円、貸付

けによる支出21百万円等により17百万円の資金収入（前年同四半期は155百万円の資金支出）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

資金減少要素として配当金の支払額84百万円、連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得による支出66百万

円、長期借入金の返済による支出50百万円等の一方、資金増加要素として連結の範囲の変更を伴わない子会社株式

の売却による収入36百万円、自己株式の処分による収入12百万円により、160百万円の資金支出（前年同四半期は

121百万円の資金支出）となりました。

 

(3) 経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動に伴う研究開発費の金額は、14百万円でありま

す。なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

　普通株式 35,600,000

計 35,600,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数(株)
(平成29年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成29年11月10日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,000,000 8,000,000
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数100株

計 8,000,000 8,000,000 － －

 

(2)【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

(株)

発行済株式総
数残高 (株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金増
減額 (千円)

資本準備金残
高 (千円)

平成29年７月１日～
平成29年９月30日

－ 8,000,000 － 2,233,490 － 1,033,711
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(6)【大株主の状況】

  平成29年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％）

ＢＢＳグループ従業員持株会 東京都港区西新橋１－２－９ 456 5.70

株式会社ケイ・ワイ 神奈川県川崎市麻生区栗木台４－10－17 441 5.50

ＪＦＥシステムズ株式会社 東京都墨田区太平４－１－３ 300 3.75

株式会社日立ソリューションズ 東京都品川区東品川４－12－７ 260 3.25

株式会社プロネクサス 東京都港区海岸１－２－20 250 3.12

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（役員報酬ＢＩＰ信託口・75813口）

東京都港区浜松町２－11－３ 176 2.20

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（株式付与ＥＳＯＰ信託口・75753口）

東京都港区浜松町２－11－３ 157 1.96

関　節 東京都世田谷区 120 1.50

木村　幸弘 静岡県浜松市東区 113 1.41

前田建設工業株式会社 東京都千代田区富士見２－10－２ 100 1.25

計 － 2,373 29.64

（注）上記のほか、自己株式が1,852千株あります。

 

(7)【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　1,852,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　6,135,100 61,351 －

単元未満株式 普通株式　　 12,900 － －

発行済株式総数 8,000,000 － －

総株主の議決権 － 61,351 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。ま

た、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数10個が含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式51株が含まれております。
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②【自己株式等】

平成29年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

㈱ビジネスブレイン太田

昭和

東京都港区西新橋一

丁目２番９号
1,852,000 － 1,852,000 23.15

計 － 1,852,000 － 1,852,000 23.15

（注）　上記のほか、連結財務諸表及び財務諸表において、自己株式として認識している当社株式が389,540株ありま

す。これは、従業員持株ＥＳＯＰ信託、株式付与ＥＳＯＰ信託及び役員報酬ＢＩＰ信託の導入に伴う各信託口へ

の自己株式の譲渡について、当社と各信託は一体であるとする会計処理を採用しており、当該株式を自己株式と

して計上しているためであります。

 

２【役員の状況】

　　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成29年７月１日から平

成29年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、ひびき監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,160,357 5,199,599

受取手形及び売掛金 4,245,498 3,425,416

仕掛品 ※２ 161,849 ※２ 303,770

その他 877,669 947,409

流動資産合計 9,445,373 9,876,194

固定資産   

有形固定資産 358,807 327,191

無形固定資産   

のれん 182,329 163,372

その他 342,352 382,945

無形固定資産合計 524,681 546,317

投資その他の資産   

投資有価証券 1,497,787 1,485,566

その他 1,483,511 1,394,081

貸倒引当金 △62,050 △82,000

投資その他の資産合計 2,919,248 2,797,647

固定資産合計 3,802,736 3,671,155

資産合計 13,248,109 13,547,349

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,147,079 987,630

1年内返済予定の長期借入金 100,000 50,000

未払法人税等 258,304 276,962

賞与引当金 718,091 746,950

役員賞与引当金 21,000 40,000

従業員株式付与引当金 122,339 1,931

役員報酬ＢＩＰ信託引当金 38,634 －

その他の引当金 27,768 －

その他 1,388,843 1,521,678

流動負債合計 3,822,058 3,625,151

固定負債   

退職給付に係る負債 2,081,798 2,098,550

従業員株式付与引当金 － 16,992

役員報酬ＢＩＰ信託引当金 － 11,853

その他 113,343 111,019

固定負債合計 2,195,141 2,238,414

負債合計 6,017,199 5,863,565

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,233,490 2,233,490

資本剰余金 2,589,501 2,594,781

利益剰余金 3,686,188 3,986,545

自己株式 △1,524,105 △1,352,325

株主資本合計 6,985,074 7,462,491

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 59,222 60,274

退職給付に係る調整累計額 △83,720 △75,581

その他の包括利益累計額合計 △24,498 △15,307

非支配株主持分 270,334 236,600

純資産合計 7,230,910 7,683,784

負債純資産合計 13,248,109 13,547,349
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（2）【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

売上高 10,610,862 11,316,461

売上原価 9,064,096 9,136,942

売上総利益 1,546,766 2,179,519

販売費及び一般管理費 ※ 1,575,977 ※ 1,605,321

営業利益又は営業損失（△） △29,211 574,198

営業外収益   

受取利息 10,519 14,009

受取配当金 3,864 2,857

投資有価証券評価益 － 12,656

受取保険金 52,000 －

その他 7,969 5,160

営業外収益合計 74,352 34,682

営業外費用   

支払利息 818 281

有形固定資産除去損 2,767 90

投資有価証券評価損 4,143 5,137

ゴルフ会員権評価損 10,200 1,130

貸倒引当金繰入額 － 19,950

事業構造改善費 － 47,000

事務所移転費用 22,362 －

弔慰金 35,828 －

その他 4,101 1,767

営業外費用合計 80,219 75,355

経常利益又は経常損失（△） △35,078 533,525

特別利益   

投資有価証券売却益 － 59,951

特別利益合計 － 59,951

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△35,078 593,476

法人税等 3,640 200,421

四半期純利益又は四半期純損失（△） △38,718 393,055

（内訳）   

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
△6,441 384,071

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△32,277 8,984

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △17,526 1,179

退職給付に係る調整額 4,943 8,139

その他の包括利益合計 △12,583 9,318

四半期包括利益 △51,301 402,373

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △19,040 393,262

非支配株主に係る四半期包括利益 △32,261 9,111
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半

期純損失（△）
△35,078 593,476

減価償却費 73,327 94,121

のれん償却額 18,834 18,957

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 33,160 28,783

従業員株式付与引当金の増減額（△は減少） 53,918 16,992

役員報酬ＢＩＰ信託引当金の増減額（△は減少） 26,015 11,853

賞与引当金の増減額（△は減少） △16,390 28,859

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △11,500 19,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） △599 19,950

受取利息及び受取配当金 △14,383 △16,866

支払利息 818 281

有形固定資産除却損 2,767 90

投資有価証券売却損益（△は益） － △59,951

投資有価証券評価損益（△は益） 4,143 △7,519

ゴルフ会員権評価損 10,200 1,130

売上債権の増減額（△は増加） 338,496 820,082

たな卸資産の増減額（△は増加） △458,205 △142,080

仕入債務の増減額（△は減少） △142,542 △159,449

未払金の増減額（△は減少） △12,070 76,884

未払消費税等の増減額（△は減少） △70,622 △45,836

その他 79,055 44,134

小計 △120,656 1,342,891

利息及び配当金の受取額 14,367 16,795

利息の支払額 △1,001 △312

法人税等の支払額 △231,421 △193,294

法人税等の還付額 14,263 15,566

営業活動によるキャッシュ・フロー △324,448 1,181,646

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △400,000 △400,000

定期預金の払戻による収入 700,000 400,000

投資有価証券の取得による支出 △200,000 －

投資有価証券の売却による収入 － 66,765

子会社株式の取得による支出 △31,992 △3,361

有形固定資産の取得による支出 △135,601 △30,612

無形固定資産の取得による支出 △85,163 △96,210

貸付けによる支出 △20,597 △20,597

敷金及び保証金の差入による支出 △21,511 △6,589

敷金及び保証金の回収による収入 400 80,101

その他 39,843 27,847

投資活動によるキャッシュ・フロー △154,621 17,344
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  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △50,000 △50,000

リース債務の返済による支出 △4,780 △3,495

自己株式の処分による収入 15,041 11,761

自己株式の取得による支出 － △156

配当金の支払額 △77,289 △83,714

非支配株主への配当金の支払額 △4,200 △4,200

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出
－ △66,085

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の売却に

よる収入
－ 36,141

財務活動によるキャッシュ・フロー △121,228 △159,748

現金及び現金同等物に係る換算差額 △683 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △600,980 1,039,242

現金及び現金同等物の期首残高 4,404,091 3,760,357

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 3,803,111 ※ 4,799,599
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、当該

見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く場合には、法定実効税率を使用する方法によってお

ります。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　１　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。この契約に基

づく当第２四半期連結会計期間末の借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成29年９月30日）

当座貸越極度額の総額 1,500,000千円 1,500,000千円

借入実行残高 － －

差引額 1,500,000 1,500,000

 

※２　損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と受注損失引当金は、相殺表示しております。相殺表示したたな卸

資産に対応する受注損失引当金の額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成29年９月30日）

仕掛品に係るもの 46,411千円 8,300千円

 

（四半期連結損益及び包括利益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
　　至 平成28年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
　　至 平成29年９月30日）

役員報酬 207,198千円 230,552千円

給与・手当・賞与 460,333 454,619

賞与引当金繰入額 102,808 115,245

役員賞与引当金繰入額 34,000 40,000

退職給付費用 26,824 23,358

従業員株式付与引当金繰入額 53,918 15,212

役員報酬ＢＩＰ信託引当金繰入額 26,014 11,853

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおり

であります。
 

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日）

現金及び預金勘定 4,203,111千円 5,199,599千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △400,000 △400,000

現金及び現金同等物 3,803,111 4,799,599
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年４月28日

取締役会
普通株式 86,073 14  平成28年３月31日  平成28年６月24日 利益剰余金

　（注）１．上記の「配当金の総額」には、従業員持株ＥＳＯＰ信託が保有する当社株式に対する配当金2,022千円を含

めております。

　２．上記の「配当金の総額」には、株式付与ＥＳＯＰ信託が保有する当社株式に対する配当金3,822千円を含め

ております。

　３．上記の「配当金の総額」には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式に対する配当金2,940千円を含めて

おります。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後と

なるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年10月31日

取締役会
普通株式 92,221 15  平成28年９月30日  平成28年11月30日 利益剰余金

　（注）１．上記の「配当金の総額」には、従業員持株ＥＳＯＰ信託が保有する当社株式に対する配当金1,695千円を含

めております。

　２．上記の「配当金の総額」には、株式付与ＥＳＯＰ信託が保有する当社株式に対する配当金4,095千円を含め

ております。

　３．上記の「配当金の総額」には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式に対する配当金3,150千円を含めて

おります。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年４月28日

取締役会
普通株式 92,221 15  平成29年３月31日  平成29年６月23日 利益剰余金

　（注）１．上記の「配当金の総額」には、従業員持株ＥＳＯＰ信託が保有する当社株式に対する配当金1,266千円を含

めております。

　２．上記の「配当金の総額」には、株式付与ＥＳＯＰ信託が保有する当社株式に対する配当金4,091千円を含め

ております。

　３．上記の「配当金の総額」には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式に対する配当金3,150千円を含めて

おります。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後と

なるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年10月31日

取締役会
普通株式 107,589 17.5  平成29年９月30日  平成29年11月30日 利益剰余金

　（注）１．上記の「配当金の総額」には、従業員持株ＥＳＯＰ信託が保有する当社株式に対する配当金982千円を含め

ております。

　２．上記の「配当金の総額」には、株式付与ＥＳＯＰ信託が保有する当社株式に対する配当金2,752千円を含め

ております。

　３．上記の「配当金の総額」には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式に対する配当金3,084千円を含めて

おります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 
コンサルティング・シ

ステム開発
マネージメントサー
ビス（ＢＰＯ）

合計

売上高    

外部顧客への売上高 7,991,644 2,619,218 10,610,862

セグメント間の内部売上高又は振替高 29,235 121,675 150,910

計 8,020,879 2,740,893 10,761,772

セグメント利益又は損失（△） 139,883 △172,124 △32,241

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及び当該

差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額  

報告セグメント計 △32,241  

棚卸資産の調整額 1,721  

その他 1,309  

四半期連結損益及び包括利益計算書の営業損失（△） △29,211  

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 
コンサルティング・シ

ステム開発
マネージメントサー
ビス（ＢＰＯ）

合計

売上高    

外部顧客への売上高 8,302,938 3,013,523 11,316,461

セグメント間の内部売上高又は振替高 58,662 105,442 164,104

計 8,361,600 3,118,965 11,480,565

セグメント利益 422,523 154,996 577,519
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２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及び当該

差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額  

報告セグメント計 577,519  

棚卸資産の調整額 1,795  

その他 △5,116  

四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益 574,198  

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）
△1円16銭 67円85銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親会

社株主に帰属する四半期純損失金額（△）（千

円）

△6,441 384,071

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額又は親会社株主に帰属する四半期純損失金

額（△）（千円）

△6,441 384,071

普通株式の期中平均株式数（千株） 5,537 5,661

（注）１．前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期

純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２．当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

　　　３．従業員持株ＥＳＯＰ信託、株式付与ＥＳＯＰ信託及び役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式を、「１株

当たり四半期純利益金額」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております

（前第２四半期連結累計期間611千株、当第２四半期連結累計期間487千株）。

２【その他】

平成29年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額………………………………………107,589千円

（ロ）１株当たりの金額…………………………………17.5円

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成29年11月30日

（注）１．平成29年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

     ２．上記の「配当金の総額」には、従業員持株ＥＳＯＰ信託、株式付与ＥＳＯＰ信託及び役員報酬ＢＩＰ信託

に対する配当金が含まれております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

  該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年11月10日

株式会社ビジネスブレイン太田昭和

取締役会　御中

 

ひびき監査法人

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 田中　弘司　　印

 

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 佐々木　裕美子　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ビジ

ネスブレイン太田昭和の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成

29年７月１日から平成29年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ビジネスブレイン太田昭和及び連結子会社の平成29年９

月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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